
 

               発行・問合先  釜石労働基準監督署  電話 0193-23-0651  

     

        

1 夏季休暇取得でリフレッシュ！ ～年休をつなげて休みましょう～    

 夏季休暇の時季です。年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに取り組みましょう。  

働き方・休み方の改善をこれからも継続的に行うためには、計画的な業務運営や休暇の 

分散化にも資する年次有給休暇の計画的付与制度（※１）や、労働者の様々な事情に応じた 

柔軟な働き方・休み方に資する時間単位の年次有給休暇（※２）の活用が効果的です。  

労使一体となって年次有給休暇を上手に活用するために、この夏に向けて導入をご検討ください。 

詳しくは、「年次有給休暇取得促進特設サイト」をご覧いただくか、岩手労働局雇用環境・均等室(電話 

019-604-3010)にお問い合わせください。                  ▼年休取得促進特設サイト 

（年次有給休暇取得促進特設サイト URL）  

https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuuka-sokushin/              

（※１）年次有給休暇の付与日数のうち、５日を除いた残りの日数に 

ついては、労使協定を締結すれば、計画的に取得日を割り振ることが 

できる制度です。 （※２）年次有給休暇の付与は原則１日単位ですが、              ▼年休の計画的付与制度     

労使協定を締結すれば年５日の範囲内で時間単位の取得が可能となります。 

   

２ 労働災害発生状況等について 

 令和 8 年の６月末現在の労働災害は 29 件となり、対前年比で 10 件減少しています。概ね各業種で減

少していますが、林業、畜産業で増加しています。釜石監督署管内の労働災害発生状況については、岩手労

働局ホームページ内の「釜石監督署からのお知らせ」に掲載していますので、右下の二次元コードをご参照

ください。 

８月になり、蜂の活動が極めて活発になってきます。過去には蜂刺されに伴うアナフィラキシーショック

による死亡災害も発生しています。万全の対策をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学生・生徒をアルバイトとして雇用する事業主の皆様へ！～ご確認ください～   

 夏季休暇期間等で学生をアルバイトとして雇入れる場合、事業主の皆様は、以下の項目を確認してトラブ

ルの防止に努めましょう。 

 

□書面で労働条件を明示しましょう  □学業とアルバイトの両立に配慮したシフトを組みましょう 

□シフト制のアルバイトに対しても休憩時間をきちんと与えましょう 

（６か月間継続して勤務し、全労働日の８割以上出勤した場合は年次有給休暇を与える必要があります） 

□最低賃金額を遵守し、適切に賃金を支払いましょう（岩手県最低賃金は時間額 1,031 円です） 

□商品を強制的に購入させることはできません 

□遅刻や欠勤、器物の破損等に対して、一定額の罰金を定める契約はできません   

（令和８年６月

末現在） 
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合計 

令和８年６月末 9 0 2 1 0 3 3 2 0 6 0 3 29 

前年同期 10 1 7 2 0 1 2 5 1 8 0 2 39 

増減数  -1 -1 -5 -1  2 1 -3 -1 -2  1 -10 
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８月 

岩手労働局のホームページに掲載しています。                       令和 8年 7月 24日発行 検索 釜石監督署 
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お知らせ災害統計 ▼ 

蜂刺されによる労働 
災害防止対策   ▼ 
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４ 夏本番！ 熱中症防止対策はできていますか？ ～ガイドラインを確認！～     

 8 月に入り今年も猛暑が予想されます。職場での熱中症予防対策について、事業主の皆様は、設備・体制

の整備を行った上、ＷＢＧＴ値で熱中症リスクを把握・評価し、リスクに応じて熱中症防止のための具体的

な方法を実施しましょう。 

熱中症リスクに応じた措置に関しては、「職場における熱中症防止のためのガイドライン」を参考にして

ください。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 職場にいますか？ 化学物質管理者   ～適正な化学物質の管理を！～  

労働安全衛生関係法の改正により、令和 6 年 4 月から業種・事業規模を問わず、化学物質管理者の選任

やリスクアセスメント等に基づく適切な管理が義務付けられています。まず事業者は、事業場で取り扱って

いる化学物質がラベル表示、安全データシート（SDS）等による通知と労働安全衛生法第 57 条の 3 でリ

スクアセスメント（RA）の実施が義務付けられている危険・有害物質（リスクアセスメント対象物）であ

るかを把握し、リスクアセスメント対象物を取り扱う場合は、化学物質の管理に関わる業務を適切に実施で

きる能力を有する者を「化学物質管理者」に選任し、ラベル・SDSの確認や RA の実施管理、その結果に

基づくばく露防止措置の選択や実施等の職務を行わせる必要があります。 

また、RA に基づく措置として労働者に保護具を使用させる事業場や、作業環境測定の結果、評価の区分

が第三管理区分から改善することができない事業場で労働者に保護具を使用させる場合は、保護具着用管

理責任者教育を受講した者等から「保護具着用管理責任者」を選任し、有効な保護具の選択や労働者の使用

状況の管理等の職務を行わせる必要があります。 

 トイレや壁の清掃等に使用する洗浄剤やカビ取り剤、殺虫剤の散布や美容院における毛染め剤等、あらゆ

る業種で化学物質を使用しています。事業主の皆様は、以下を参考に適正に化学物質を管理しましょう。 

  

                    

 

 

                                    

 

 

 

 

 

                   

 

 
リスクアセスメント 

対象物 ▶ 

職場における熱中症防止 
ガイドライン  ▼ 

化学物質による労働災害 

防止のための新たな規制 

に関する Q&A       ▶ 

チェックリスト ▲ 


